
令和２年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

総務省、厚生労働省 第２次回答 

管理番号 215 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

提案事項（事項名） 

心身障害者扶養共済制度の受給者の現況確認等に係る本人確認情報の提供体制の見直し 

提案団体 

愛媛県、浜松市、沼津市、広島県、徳島県、香川県、松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、新居浜市、西条

市、大洲市、伊予市、四国中央市、西予市、東温市、上島町、久万高原町、松前町、砥部町、内子町、伊方町、

松野町、鬼北町、愛南町、高知県 

制度の所管･関係府省 

総務省、厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

心身障害者扶養共済制度における現況届及び死亡の届出については全国共通の事務であることから、受給者

の情報を把握している独立行政法人福祉医療機構（ＷＡＭ）から、地方公共団体情報システム（Ｊ－ＬＩＳ）に受給

者情報を提供し、直接、全国の受給者の生存状況等について、一括して住基ネットによる確認が出来る仕組み

としていただきたい。 

具体的な支障事例 

【現況届に関する事務】毎年 6 月末日までに、「心身障害者扶養保険約款第 23 条」の規定により、保険契約者

は独立行政法人福祉医療機構（以下、ＷＡＭ）に受給者の現況届書を提出することになっている。県内在住者

は住基ネットで氏名・住所・性別・生年月日を確認できるが、県外在住者は住基ネットでの検索が出来ないた

め、住民票を送付してもらう必要がある。このため、確認に時間を要し、市町村の事務負担も大きく、受給者にと

っても負担となっている。（R1 処理状況：県外の受給者 114 名） 

【死亡の届出に関する事務】 「心身障害者扶養保険約款第 24 条」の規定により、保険契約者は、年金給付保

険金支払対象障害者が死亡した場合、速やかにＷＡＭに死亡届を提出することになっているが、届出が遅れる

ことによる県の過払年金件数が毎年約 10 件発生している。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

全国全ての都道府県及び政令指定都市において、県外在住者に係る住民票の確認及び過払い金に係る事務

手続きが軽減されるとともに、県外在住の受給者やその家族にとっても、住民票の提出が不要となるほか、死亡

届出の遅れにより過払い金を戻入することも無くなることから、住民サービスの向上に繋がる。また、現況届の

事務自体も不要になると考えられる。 

根拠法令等 

独立行政法人福祉医療機構法第 12 条、心身障害者扶養保険約款（昭和 45 年１月 31 日付け厚生省収児第

44 号の４）、住民基本台帳法 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

北海道、宮城県、郡山市、群馬県、千葉市、神奈川県、川崎市、小田原市、上越市、上田市、名古屋市、豊田

市、小牧市、四日市市、大阪府、堺市、兵庫県、島根県、熊本市 
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○市外に在住する方については、当市の住民基本台帳で確認することができず、提出が遅れ、支給差し止めと

なる方も発生し、受給者の不利益にもつながっている。また、毎年度 10 月に実施している加入者の現況確認に

おいて、加入者本人は当市に在住しているものの、障害者本人は市外の施設等に入居していることが多く、そ

の確認は大きな負担となっている状況である。今後は、マイナンバー等の活用により、福祉医療機構において一

括で行える事務を増やすことで特別調整費を負担している各自治体の負担を軽減する措置をとっていただきた

い。もしそのような措置がとれない場合は、特別調整費の廃止等検討いただきたい。 

○令和元年度の現況届確認人数は 1,184 人であり、そのうち管轄外に居住等で、住基ネットでの確認ができ

ず、住民票により確認したのが、216 人、既に死亡しており、届出が未提出であった事例が 13 人あった。また、

死亡届が未提出であることから、過払いが発生しているケースが、年間で 44 件、過払総額は 82 万円となって

いる。県外在住者やその家族が高齢化していることからも、住民票の提出が不要となることや、過払い金の戻入

手続の負担が軽減されることが望まれるものであり、事務負担の軽減にも繋がるため、制度改正の必要性があ

ると考える。 

〇受給権者が高齢化するほど支援する家族も高齢化し書類提出が負担になったり、親世代から兄弟姉妹ある

いは姪甥、成年後見人等に支援が引き継がれる場合に、制度の理解が進まず必要書類提出の遅延をきたす可

能性も高い。このため、金受給権者の負担が大きく軽減されると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

【総務省】 

ご提案のような措置を実現するためには、独立行政法人福祉医療機構が住民基本台帳ネットワークシステムを

利用して行う事務を法律上明確に規定していただき、その上で、住民基本台帳法の別表に当該事務を規定する

必要があることから、まずは、同機構を所管する厚生労働省において、必要な検討をしていただくものと考える。 

【厚生労働省】 

「心身障害者扶養共済制度」（以下「共済制度」という。）は、心身障害者の保護者の相互扶助の精神に基づき、

先進的な一部の県又は市が単独事業として運営を始めたことに起源を持つ。国においては、この共済制度の普

及を図るため、昭和 44 年以降、再保険に当たる「心身障害者扶養保険制度」の仕組みを整備し、全国規模での

リスク分散を図るとともに、条例準則等を提示することで、各自治体における共済の整備を促してきた。この共済

制度は、現在においても各地方自治体が、条例に基づいて実施しているところ。 

独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）は、上述の再保険に当たる仕組みの運営に当たっ

ており、共済制度を運営する各地方自治体を被保険者として保険料等を受け取り、共済制度の加入者の死亡等

の保険事故が生じた場合に各地方自治体に保険金を支払うことで、共済制度のリスクを全国規模で分散させ、

その安定的な運営を支援している。   

御提案は、全国の受給者の生存状況等について、福祉医療機構が一括して確認をすることで自治体の負担が

軽減されるとするものであるが、受給者の生存状況等の情報の把握は、あくまでも、共済制度の運営者である

各地方自治体が、共済制度の実施（年金の支払）に必要であるために行うものであり、再保険を行う立場である

福祉医療機構の業務とはならないと考える。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

受給者の生存状況等の情報の把握は、再保険を行う立場である独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」とい

う。）の業務とはならないとのことであるが、機構は、心身障害者扶養共済制度の加入者を被保険者とする生命

保険契約を生命保険会社と行っていること（独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 4 項）や毎月各自治体へ

の年金給付保険金等を支払う必要があること等から、機構にとっても必要な業務であり、現に保険約款に基づ

き、保険契約者（＝地方自治体）に住民票の写しを添えて現況届や死亡届の提出を求めているものである。 

共済制度を運営する地方自治体にとっても生存状況等の確認は当然必要であり、県内在住者に関しては、地方

自治体の条例に基づき住民基本台帳ネットワークシステムで確認しているが、他県在住者に関しては確認がで

きないことから、今回の提案により、機構が一括して生存状況等の情報を確認できるようにし、その取得した情

報の提供を機構から受けることができれば、地方自治体では県外在住者分も含めて情報が漏れなく確認できる

ものと考えている。 

制度改正により、機構においても各地方自治体から提出される報告や住民票の写しの確認や集計に要する時

間が軽減されることが期待されるほか、各地方自治体の業務の効率化、受給者等の利便の増進に繋がるもの

である。 
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各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

【小田原市】 

国においては、本共済制度の効率的かつ適正な運用の普及を図るため、全国規模での受給者情報の確認がで

きる仕組みを構築されるよう要望する。 

【千葉市】 

扶養共済制度については、福祉医療機構は再保険を行う立場となっているが、実質的には福祉医療機構の方

針に従い各自治体は制度を実施している状況であり、全国ほぼ一律の制度となっている。 

このような状況のなか、福祉医療機構と各自治体の二重構造には以下のような問題がある。 

〇各自治体が共済制度を運営するとしながら、制度面について自ら決めることができない。（保険料の額、年金

額等も決められない） 

〇制度面を自らの裁量で決められないにも関わらず、特別調整金という負担を全自治体あわせ 92 億円も求め

られている。（共済制度の財政面の管理は福祉医療機構が行っており、その運営に自治体から意見する制度が

ないにも関わらず、年金収支を埋めるための負担を求められている） 

〇資金の運用を行っている信託会社や保険制度を担っている保険会社とは、福祉医療機構が契約しているた

め、各自治体がそれらの企業と直接協議することができない。そのため、各自治体の運営する共済制度であり

ながら、福祉医療機構により加入を拒否された方に、その理由を十分に説明できない。（加入できない判断は福

祉医療機構の契約している生命保険会社が行っているが、自治体にはその理由は開示されない） 

※扶養共済制度については、福祉医療機構が事務マニュアルの冊子を刊行し、各自治体は当該マニュアルに

従い運用している。 

扶養共済制度においては、再保険の枠組みをとっていることで発生する上記のような問題について総合的に改

善を図るべきと思われる。今回課題となっている現況報告も福祉医療機構からの依頼に基づき住民票の写し等

を全国の自治体が福祉医療機構に提出しているもので、年金受給後に引っ越した場合にはもとの自治体が管

理するといったルールが原因で発生しているともいえる。今後は、共済運営者、再保険者の役割分担にこだわら

ず、事務を運営する自治体、福祉医療機構及び加入者・受給者ができる限り負担なく、制度を利用することがで

きるよう協議しながら進める体制をつくるべきである。扶養共済制度については、自治体も現在福祉医療機構の

行っている保険会社との契約や財務管理に参画できる仕組みをつくるか、全国一律の制度として国が運営する

ことも併せて検討いただきたい。 

 

地方六団体からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現を求めるものであるが、当該制度について、福祉医療機構による統一的な運用がなされている実態

を踏まえ、扶養共済制度について総合的に改善を図るとともに、事務を運営する自治体、福祉機構及び加入

者・受給者が負担なく制度を利用できるような協議体制を作るべきとの意見が寄せられているため、その点につ

いては配慮していただきたい。 

【全国町村会】 

提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○保険事業を行う福祉医療機構（以下「機構」という。）が地方公共団体に対して、住民票の写しの添付を求める

ことの是非について前向きに検討いただきたい。 

○保険事業を行う機構において住民票の確認が必要であるならば、住民基本台帳法の別表に機構の事務を規

定し、住基ネットの利用を可能とすることを検討いただきたい。 

○条例に基づく共済制度を実施している地方公共団体が住民票による確認を行うことが必要であるならば、当

該事務を効率的に行えるよう、他の地方公共団体に在住している受給者についても住基ネットを活用して生存

情報等の確認が可能となるような方策を検討いただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

【総務省】 

一次回答のとおり、ご提案の措置については、独立行政法人福祉医療機構を所管する厚生労働省において、

必要な検討をしていただくものと考えている。 

【厚生労働省】 

「心身障害者扶養共済制度」（以下「共済制度」という。）は、各地方自治体が、条例に基づいて実施している制
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度です。一方、独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）は、共済制度において各地方自治

体が負っている共済責任を再保険する事業（以下「保険事業」という。）を実施し、共済制度のリスクを全国規模

で分散させ、その安定的な運営を支援しています。   

御提案は、全国の受給者の生存状況等について、福祉医療機構が一括して確認をすることで地方自治体の負

担が軽減されるとするものです。しかし、受給者の生存状況等の情報の把握は、あくまでも、共済制度の運営者

である各地方自治体が、加入者との契約に基づく年金の支払に必要なため行うものであり、加入者との直接の

共済契約関係にはなく、地方自治体が実施する共済制度の再保険を行い当該制度の安定的な運営を支援する

立場である福祉医療機構の業務とすることはできません。 

なお、現在、福祉医療機構は再保険をする立場で、地方自治体に対し現況届とその内容を確認するため住民票

の写しの添付を求めていますが、保険事業において地方自治体から福祉医療機構に提出する現況届について

は、事務負担の軽減という観点から簡素化の方策を講ずることができないか検討することとします。 
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